
 

1 
 

土地収用法上の事業認定と都市計画法上の事業

認可について 
 
 

宮 響生１・野田 隆 
 

１建政部 計画管理課 （〒330-9724 埼玉県さいたま市中央区新都心2-1） 

 
 土地収用とは、憲法第２９条第３項の「私有財産は、正当な補償の下に、これを公共のた

めに用ひることができる」との規定に基づき、公共の利益となる事業の用に供するために私

有財産を正当な補償のもとに強制的に取得、又は使用することをいう１）。土地収用の権利

（以下、「収用権」という。）を付与することができる法律に土地収用法と都市計画法があ

るが、本稿では、両者の土地収用に対する考え方の相違について考察する。 
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1. はじめに 

 
 私が所属する計画管理課では、土地収用法（以下、

「収用法」という。）上の事業認定（以下、「事業

認定」という。）と都市計画法（以下、「都計法」

という。）上の都市計画事業認可（以下、「事業認

可」という。）を取り扱っている。どちらの法律も

起業者や申請者に対して収用権を付与する規定を有

しているが、両者の間にはこの土地収用に対する考

え方の相違が存在する。以下では、両者の土地収用

に対する考え方の相違について考察するとともに、

実務を通じて感じた両者の活用方法について検討す

る。  
 
 
2. 土地収用法について 
 
 収用法は第１条において「公共の利益となる事業

に必要な土地等の収用又は使用に関し、その要件、

手続及び効果並びにこれに伴う損失の補償等につい

て規定し、公共の利益の増進と私有財産との調整を

図り、もつて国土の適正且つ合理的な利用に寄与す

ることを目的とする」と規定されていることから、

公共事業の用地取得に当たって地権者の同意が得ら

れない場合等に、当該土地を取得するための法的手

段を大きく２段階に分けて規定している（表-1）。 
 

表-1
2)

法第１５条の１４

事前説明会の開催（起業者）

法第２４条

申請書の公告・縦覧（２週間）

法第２３条

公聴会の開催（事業認定庁が主宰）

※公聴会の開催請求があった場合

法第２５条の２

第三者機関の意見聴取（社会資本整備審議会等）
※事業認定庁と反対の趣旨の
意見書の提出があった場合

法第２６条

事業認定の告示・認定理由の公表

法第３９条など

裁決の申請・明渡裁決の申立て

法第４６条

収用委員会審理

法第９５条など

権利取得裁決・明渡裁決

土地収用法の主要手続

事
業
認
定
手
続

（
事
業
認
定
庁

）

収
用
裁
決
手
続

（
収
用
委
員
会

）

 
 
(1)事業認定手続 

 申請に係る事業が真に公共のためになるものであ

り、土地等を収用し、又は使用するに値する公益性

を有することについて認定する手続である３）。 
 
(2)収用裁決手続 
 収用委員会が、土地等の権利者に対する正当な補

償、起業者が土地等の権利を取得する時期、土地等

の権利者が土地等を明け渡す期限等を決定（裁決）

する手続である４）。 
 
(3)事業認定の要件 
 事業認定における要件は収用法第２０条に規定さ

れている。 
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a)収用適格事業に該当すること（収用法第２０条第１

号（１号要件）） 
「収用適格事業」とは、収用法第３条第１号から

第３５号までのいずれかの公共の利益となる事業の

ことである。 
b)起業者が当該事業を遂行する充分な意思と能力を有

する者であること（収用法第２０条第２号（２号要

件）） 
 「意思」については、起業者が地方公共団体であ

れば議会の議決の有無、一般法人であれば、当該法

人としての正式な意思決定の有無が判断の基準とな

る。「能力」については、当該事業を施行する権限

及び当該事業の施行に必要な財源措置の有無のほか、

組織及び職員の配置状況等を総合的に判断する必要

がある５）。 
c)事業計画が土地の適正且つ合理的な利用に寄与する

ものであること（収用法第２０条第３号（３号要

件）） 
 これについては、申請事業の施行により「得られ

る公共の利益」と「失われる利益」を比較衡量した

上で、前者が後者に優越すると認められるか否かで

判断するものであり、「得られる公共の利益（公益

性の認定）」は、事業計画の内容、申請事業の目的

及び効果等で判断する。また、「失われる利益（諸

利益との調整）」は、生活環境や自然環境、文化財

等への影響の有無や程度、軽減措置等で判断する。 
d)土地を収用し、又は使用する公益上の必要があるも

のであること（収用法第２０条第４号（４号要

件）） 
 「公益上の必要性」とは、申請事業が公共の利益

の増進となるものであることであるが、これは３号

要件の審査において判断されることであるため、本

号においては、①申請事業を早期に施行する必要が

あること、②収用又は使用しようとする起業地の範

囲が申請事業の公益性の発揮のために必要な範囲に

存すること、③収用又は使用の別の合理性があるこ

とが判断の中心となる６）。 
 
(4)事業認定の効果 

 収用法第２０条各号要件を全て満たし、事業が認

定された旨の告示がされると、収用法上の事業認定

の効果が発揮されるが、主な効果として、収用権が

付与される。 
 
(5)事業認定の効力の範囲 
事業認定の効力が及ぶ範囲、すなわち収用権を行

使することができる範囲は、事業効果を発揮するこ

とができる範囲となる。また、収用法第３条第１号

から第３４号の３までに掲げるものに関する事業

（申請事業）のために欠くことのできない通路等の

施設を設置する事業（収用法第３条第３５号。以下

「附帯事業」という。）や申請事業の施行により必

要を生じた収用法第３条各号のいずれかに該当する

ものに関する事業（以下、「関連事業」という。）

についても収用権を行使することができる範囲とす

ることができる（収用法第１６条）。附帯事業の例

としては、公共下水道事業のための作業基地、事業

施行期間中に限り設置する工事事務所等があり、ま

た、関連事業の例としては、ダムの建設により付け

替えを必要とする道路の整備や高速道路の建設によ

り付け替えを必要とする河川等の整備がある（以下、

附帯事業と関連事業をあわせて「附帯・関連事業」

という。）７）。 

 附帯・関連事業を取り込むことで、収用適格事業

の施行の際に、申請に係る主な事業（本体事業）だ

けではなく、本体事業の施行に不可欠な施設を設置

して、当該本体事業の施行の便益を高めたり、他の

公共施設等の機能を害する場合に、これら既存の公

共施設等の機能回復をしたりすることができる。 

 

(6)事業認定の効力の存続期間 

 収用法上の収用権は、①事業認定の日から１年以

内に裁決申請しないとき、②事業認定の日から４年

以内に明渡裁決の申立をしないとき、③事業認定か

ら３年以内に手続開始の申立をしないときに失効す

る。 

 

 

3. 都市計画法について 

 

 都計法は、第１条において「都市の健全な発展と

秩序ある整備を図り、もつて国土の均衡ある発展と

公共の福祉の増進に寄与することを目的とする」と

記載されている。 

また、第２条において都市計画の基本的な理念を

明示している。都計法第２条については、第１に、

都市計画の究極的な目標が健康で文化的な都市生活

と機能的な都市活動の双方の目的を確保することに

あることを宣言しており、第２の理念として、この

目的のためには土地の利用を個人の恣意に委ねるこ

となく、適正な制限を課することによって合理的な

土地利用が図られなければならないことを明らかに

している８）。 

都計法では、これらの目的を果たすために収用権
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を付与することを認めており、その手続を都市計画

決定手続と都市計画事業認可手続とに分けて規定し

ている（表-2）。 
表-2

法第15条の2

都市計画の案の作成

法第16条

公聴会の開催

※必要があると認める場合
法第17条

都市計画の案の公告・縦覧（２週間）

法第21条の4

都道府県都市計画審議会から意見聴取

法第18条第3項

都市計画の決定（国土交通大臣同意）

※関係機関との協議を含む

法第59条第2項

都市計画事業の認可

法第62条

認可の告示

収用裁決手続に移行

都市計画法の事業認可の手続

都
市
計
画
決
定
手
続

都
市
計
画
事
業

認
可
手
続

都市計画との適合等を審査

 

 

(1)都市計画決定（都計法第１１条、第１８条） 

 都市計画は、都計法第２条の基本理念に基づいて、

定められるものであり、その内容は土地利用、都市

施設の整備及び市街地開発事業に関する計画である。   

すなわち都市計画は、法的規制力を背景として都計

法第１条の目的や第２条の基本理念を実現すべく定

める計画である９）。特に事業認可の対象となる都市

施設については、この都市計画決定手続を経る必要

がある。 

 

(2)都市計画事業の認可・承認（都計法第５９条） 

 「都市計画事業」とは、都市計画施設の整備に関

する事業及び市街地開発事業をいい、事業認可とは、

申請に係る事業が真に公共の利益の増進に資するも

のであり、当該事業が土地等の収用又は使用にあた

り、財産権の制限に値する公益性を有することを認

可する手続である。 
 また、事業認可の効果として収用権が付与される

ほか、都市計画事業の施行の障害となるおそれがあ

る土地の形質の変更、建築物の建築等についての制

限等が発生するが、本稿では、収用法と都計法との

間で生じる収用権の相違について言及するため、収

用権以外にも生じる種々の効果については割愛する。 
 
(3)事業認可の要件（都計法第６１条） 

事業認可の要件は、①申請手続が法令に違反して

いないこと、②事業の内容が都市計画に適合してい

ること、③事業施行期間が適切であること、④事業

に関して必要な行政機関の免許等の処分があったこ

と、又は処分がされることが確実であることの４要

件であり、これら４つの要件を満たす場合に事業認

可を取得することができる。 
 

(4)事業認可の効果（都計法第７０条） 

 以上の４要件を満たし、認可を得た旨が告示され

ると、それが事業認定の告示とみなされる。また、

都市計画事業について収用法が適用されることから、

土地収用法上の諸効果が発生する。 

 

(5)事業認可の効果の範囲 
 事業認可が都市計画の実現手段であり、また、事

業認可の要件に、都市計画事業の内容が都市計画に

適合していることが求められていることから明らか

なように、都市計画範囲外の事業の施行は認められ

ない。 
 

(6)事業認可の効力の有効期間 

 事業認可で取得した収用権は、都市計画事業の施

行期間中であれば有効に機能する。また、施行期間

を延長する事業認可の変更（都計法第６３条）をす

ることができる。 

 

 

4. 土地収用法と都市計画法の相違点 

 

 事業認定と事業認可はともに起業者や申請者に対

して収用権を付与する効力を有するが、収用権の存

続期間や収用権を与える範囲に相違がある。 

 

(1)期間の相違 

 収用法には事業認定の日から１年以内に裁決申請

をしない場合等には、収用権が失効する規定がある

一方で、都計法は、第７１条第１項の規定により、

事業の施行期間内であれば収用権は存続する。また、

都計法第６３条の規定に基づき事業計画の変更の認

可を受けることで、実質的に都計法においては、都

市計画事業が継続している間は収用権を保全するこ

とができる。 
 収用法が都計法に比して収用権の有効期間が短い

趣旨は、収用法が事業の終期に収用権を付与するこ

とを想定しており、収用手続の長期化を避けるため

であり、この規定の趣旨は、４号要件に規定されて

いる事業の早期施行の必要性に照らして明らかであ

る。 

一方、都計法が収用法に比して収用権の有効期間を

長く認めている趣旨は、適切な施行期間という要件

を定めているにも関わらず、施行期間の途中で収用

権を失効させるのは不合理であるためである。 
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(2)要件の相違  
 収用法が同法第２０条各号要件すべてに適合して

いることが認められると収用権を付与しているのに

対して、都計法は、実質的に都市計画との整合と適

切な施行期間という要件で、収用権を付与している。

都計法が収用法第２０条各号のように具体的な要件

を規定していない理由は、①都市計画施設に関する

事業は、収用適格事業に該当するものであること、

②事業主体としては国や地方公共団体等とされてお

り、組織体制や予算の裏付けの観点から確実な事業

遂行が見込まれること、③都市計画決定の時点にお

いて、当該計画について利害関係人、第三者機関及

び行政機関の調整を十分経ており、計画自体の合理

性を十分に具備していることから、事業認可の手続

を経た上で、更に事業認定の手続をとることとする

のは、事業者に二重の手続をとらせることになり不

合理であるためである。 
 

(3)効果範囲の相違 
 収用法と都計法の相違点として特筆すべきは、収

用権が及ぶ範囲の差異である。 
 事業認可は、前提となる都市計画の範囲内でのみ

収用権を行使できるのに対し、事業認定では、本体

事業のほかに、附帯・関連事業に対しても収用権を

行使することができる。 
 都市計画において通常、本体事業たる都市計画事

業の施行に際して生じる附帯・関連事業まで含めて

都市計画決定がされることはない。そのため、本体

事業の施行に際して必要が生じた附帯・関連事業に

ついて収用権を得るには、本体事業の事業認可とは

別途、事業認定を取得する必要があることから、昨

今、本体事業を事業認可で施行し、附帯・関連事業

について事業認定を取得しようとする相談が多数あ

る。 
なお、附帯・関連事業についての事業認定申請は、

本体事業の申請と切り離して附帯・関連事業のみを

申請することも可能である。ただし、附帯・関連事

業は本体事業が収用法第２０条各号要件に適合して

いることを基礎にしているため、附帯・関連事業の

みが事業認定の対象であっても本体事業の収用法第

２０条各号要件の該当性を審査する必要がある。 
このような場合、本体事業の事業認可にあたり、

収用法第２０条各号のすべてに適合していることを

直接確認しているものではないことから、事業認可

を取得している事業であっても、収用法第２０条の

各号要件を満たさない場合も起こりうることとなり、

事業認定と事業認可とで同じ処分庁であっても「収

用権の付与」について結論が異なる可能性がある。

両者の相違点をまとめると表-3のようになる。 

土地収用法の事業認定 都市計画法の事業認可　

期間

以下のいずれか早い日
・事業認定の日から１年以内に裁決申請をしな
い場合
・事業認定の日から４年以内に明渡請求をしな
い場合
・事業認定の日から３年以内に手続開始の申
立をしない場合

・事業認可期間中
・事業計画の変更認可を受けること
で保全可能

要件

・収用適格事業に該当すること（１号要件）
・起業者が事業を遂行する充分な意思と能力を
有する者であること（２号要件）
・事業計画が土地の適正且つ合理的な利用に
寄与するものであること（３号要件）
・土地を収用し、又は使用する公益上の必要が
あるものであること（４号要件）

・申請手続が法令に違反していない
こと
・事業の内容が都市計画に適合し
ていること
・事業施行期間が適切であること
・事業に関して必要な行政機関の
免許等の処分があったこと又は処

主な効果 ・収用権の付与 ・収用権の付与

範囲
・事業効果を発揮することができる範囲
・関連事業、附帯事業を取り込むことができる

・都市施設の範囲内
・附帯・関連事業は不可

表-3

 

 
 
5. まとめ 

 
これまでに述べたように、収用権を取得するまで

のプロセスや収用権の有効期間、範囲には大きな差

異が存在している。特に収用権の範囲は、両者の間

で最も大きな差異であると考える。 
 都市計画施設の整備に当たっては、附帯・関連事

業が必要となる場合があり、そのための用地が取得

できないとすると、事業認可で施行する都市計画施

設が完成しない恐れがある。解決手法として、附

帯・関連事業について事業認定を取得することが挙

げられるが、事業認可は、事業着手前に取得するも

のであるため、事業認定を取得しようとする際、本

体事業が認可を取得する際に生じていた公益性が存

在しない（不利益が解消されている）可能性がある。

このような場合、本体事業の公益性を基礎にする附

帯・関連事業は、事業認定を取得することができな

い恐れがある。さらに、事業認定における附帯・関

連事業は、都市計画施設の整備により分断等される

施設等の機能を維持するのに必要な最小限度の事業

に限り事業認定の対象になるため、都市計画施設と

して都市計画決定当初に想定していた事業効果を得

るには不十分である可能性もある。 
そのため、都市計画事業として施行することを検

討する場合においては、関連する道路や用水路等、

都市計画施設以外の整備が必要になる可能性がある

ことを念頭に置いて、事業の性質を見極め、事業認

定を取得するのか、又は事業認可を取得するのかを

慎重に判断しなくてはならない。 
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